
尼崎商工会議所様／セミナー守りの経営編リーフ:A3

尼崎商工会議所 産業部 経営支援グループ
〒660-0881　兵庫県尼崎市昭和通３－９６
TEL:06-6411-2254　FAX:06-6413-1156

尼崎商工会議所
サムライ研究会
について

尼崎商工会議所 会議室（阪神尼崎駅より徒歩３分）

令和6年１１月5日（火）～１２月12日（木）
※各セミナーの同業の士業、コンサルタント等からのお申込はご遠慮願います。

自社の経営課題を解決したい、経営力を強化したい方などどなたでも参加可能！！

セミナー参加者は講師に個別相談（後日に日程調整）も無料で可能！！

経営に関する6つのテーマを尼崎商工会議所サムライ研究会のメンバーでもある
専門家が分かりやすく解説

専門家が行う経営に役立つ
セミナーシリーズ２０２4
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【制度改正等の課題解決環境整備事業】

尼崎商工会議所・尼崎商工会議所サムライ研究会

※本申込書にご記入いただいた個人情報につきましては、本セミナーに関するご連絡、受講者名簿の作成、各種情報提供の目的のみに使用致します。
※同一の会社から複数名参加ご希望の場合は、本申込書をコピーしてご利用ください。
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会社を守る法令順守コース働き方改革・人材定着・育児休業法に関連する支援施策活用コース

尼崎中央社労士事務所　社会保険労務士　川西 康夫 氏

11月5日（火） 【18:30～20:00】

11月29日（金） 【14:00～16:00】

12月12日（木） 【14:00～16:00】

11月8日（金） 【14:00～16:00】

11月26日（火） 【14:00～16:00】

12月5日（木） 【18:30～20:30】

※お申し込み後に申込確認のお知らせをメールもしくはＦＡＸで送付いたします。
※各セミナー講師の同業の士業、コンサルタント等からのお申込はご遠慮願います。

※各セミナー講師の同業の士業、コンサルタント等からのお申込はご遠慮願います。

下記申込書の各項目をご記入いただき、
FAX：０６－６４１３－１１５６まで送信してください。

尼崎商工会議所 産業部 経営支援グループ　TEL：06-6411-2254　FAX：06-6413-1156

専門家が行う経営に役立つセミナーシリーズ参加申込書

お申し込みについて

ご希望のセミナー（複数選択可）にチェック■をつけ申込書にご記入の上、ご返信ください。 ※申込期日は各セミナーとも
　受講日の前日まで

お申込先FAX ▶ 06-6413-1156

佐藤労務コンサルティング　社会保険労務士　佐藤 和之 氏

社会保険労務士 辻綜合事務所　社会保険労務士　辻 真吾 氏

弁護士法人第一法律事務所　弁護士　三木 賢 氏

期間

場所

主催

小規模事業者・中小企業等は、環境変化に対応するために働き方改革関連法などの労働法制、各種法改正などへの対応と
いった諸課題に対応できる環境を整備することが求められています。
本セミナーではテーマを２つのコースに分け、働き方改革、人材定着や国の支援策、各種法令実務について学ぶことで、自社の
経営課題の解決に繋げていただきます。
環境変化に対応できる会社をつくるため、ぜひ本セミナーをご利用ください。

尼崎商工会議所サムライ研究会は、12業種（①１級建築士、②技術士、③行政書士、④公認会計士、⑤司法書士、⑥社会保険労務士、⑦税理士、⑧中
小企業診断士、⑨土地家屋調査士、⑩不動産鑑定士、⑪弁護士、⑫弁理士）の士業で構成される異業種交流グループです。平成２１年１０月に設立し、
現在116名のメンバーが在籍しています。（令和6年9月現在）
メンバー間のネットワーク作りや例会での勉強会を通じて研鑽を図るなどしているほか、中小事業者より寄せられる経営に関する相談に対して、相
談内容に合った適切な専門家を派遣し、対応させていただいています。

尼崎商工会議所の
Ｗｅｂサイトからも
申し込みできます。 ▶

応募方法

問合せ先
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尼崎商工会議所

N

令和の労務管理 『７つの新常識』
　～働き方改革と激変する社会情勢への挑戦～

賃上げと生産性向上を両立！
ケース別助成金活用事例紹介セミナ－

1人でも従業員のいるすべての企業が対応必須！
「令和7年改正施行

育児介護休業法のポイントと企業がすべき対応」

小規模・個人事業者へ発注する際は要注意
フリーランス新法の実務対応

アルカディア知財事務所　弁理士　垣木 晴彦 氏

知らないで事業していると怖い
著作権の注意点

～ 広告で使う画像や写真の扱い等にも触れて ～

協和綜合法律事務所　弁護士　永田 涼太郎 氏

中小企業における個人情報保護法対応の実務
　～最新動向を踏まえたケーススタディ～

参加費無料～守りの経営編～ 事前申込制



尼崎商工会議所様／セミナー守りの経営編リーフ:A3

（１）人口減少と人手不足
（２）賃上げと物価上昇

（１）労働時間
（２）年次有給休暇
（３）給与体系～基本給と職務給～
（４）賞与と人事評価

（５）ハラスメント予防とディーセント・ワーク
（６）労働生産性の向上と人的資本経営
（７）従業員エンゲージメントを高める組織づくり

（３）労働関係諸法令の改正

令和の労務管理 『７つの新常識』
　～働き方改革と激変する社会情勢への挑戦～

佐藤労務コンサルティング
社会保険労務士
佐藤 和之 氏

1 11月5日（火）  ■18:30～20:30

はじめに／本セミナーの背景と目的

おわりに／「働きがい」と「働きやすさ」の両立へ向けて

１．中小企業を取り巻く環境の変化

２．令和の労務管理『７つの新常識』

１.雇用・労働総合パッケ－ジと中小企業の人材定着
　・人材定着　効果が大きいのはリファラル採用
２.非正規労働者の処遇改善に役立つ助成金
　・キャリアアップ助成金・人材開発支援助成金
３.賃上げと生産性向上のための助成金
　・業務改善助成金【拡充】
４.職場環境の改善に関する助成金
　・人材確保等支援助成金・両立支援等助成金【大幅拡充】
　・働き方改革推進支援助成金・65歳超雇用推進助成金
５.助成金活用の落とし穴・注意点

働き方改革・人材定着・育児休業法に関連する支援施策活用コース 会社を守る法令順守コース

賃上げと生産性向上を両立！
ケース別助成金活用事例紹介セミナ－

尼崎中央社労士事務所尼崎中央社労士事務所
社会保険労務士
川西 康夫 氏

2 11月29日（金）  ■14:00～16:00

社会保険労務士 辻綜合事務所
社会保険労務士
辻 真吾 氏

・育児介護休業法令等の全体像
・育児介護休業法の改正の主旨と内容
・改正に伴い企業が行うべき措置
・就業規則（労使協定）をどのように改定しなければならないのか
・改正に伴う育児休業等給付金などの注意点について
・マタニティ（パタニティ）ハラスメントにならないための留意点

1人でも従業員のいるすべての企業が対応必須！
「令和7年改正施行　育児介護休業法のポイントと企業がすべき対応」

3 12月12日（木）  ■14:00～16:00

小規模・個人事業者へ発注する際は要注意
フリーランス新法の実務対応

弁護士法人第一法律事務所
弁護士

三木 賢 氏

4 11月8日（金）  ■14:00～16:00

１.フリーランス保護新法制定の背景
２.総則　対象となる取引・当事者
３.取引適正化に関する規定
４.就業環境の整備に関する規定

知らないで事業していると怖い著作権の注意点
～ 広告で使う画像や写真の扱い等にも触れて ～

アルカディア知財事務所
弁理士

垣木 晴彦 氏

6 12月5日（木）  ■18:30～20:30

（１）著作権とは
（２）代表的な保護されるものの具体例
（３）著作者と著作権者との関係
（４）著作権の発生および存続期間

（５）職務著作（会社での創作などの取り扱い）
（６）著作権の種類
①著作権
②著作者人格権

１．著作権のイロハ

（１）社標、ロゴマーク
　  （例：アップル社のロゴ、サンケイグループのロゴ）
（２）キャラクター（例：キティーちゃん）
（３）工業製品と著作権（例：椅子、人形）
（４）著作物の私的利用（例：社内でのBGM）

（５）著作物の引用（例：ホームページでの利用）
（６）著作物の写り込み
　  （例：パンフレット中での書画の写り込み）
（７）ChatGPT（例：生成AIで作成した著作物）など

２．著作権の具体的な場面での注意点

中小企業における個人情報保護法対応の実務
～最新動向を踏まえたケーススタディ～　　

協和綜合法律事務所
弁護士

永田 涼太郎 氏

協和綜合法律事務所
弁護士

永田 涼太郎 氏

5 11月26日（火）  ■14:00～16:00

（１）取引先から個人情報を取得する場合　
（２）取引先の個人情報を利用する場合

（３）従業員から個人情報を取得する場合
（４）第三者から取引先の個人情報の提供を求められた場合

１. 個人情報保護法の概要
２. 個人情報の利用・取得
３. 個人データの第三者提供
４. 具体的な場面で考えてみよう

５. もしも個人情報を漏洩してしまった場合…
６. 個人情報保護法改正の予定


